
湯沢市上下水道事業における

新しい官民連携方式の導入の検討について

（ウォーターＰＰＰ導入の検討）

令和７年１０月１日〇

湯沢市建設部上下水道課
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１． 上下水道事業の概要（水道事業 ①）

平野部の「上水道」と山間部の「簡易水道や小規模水道」

があり、市内のほぼ全域に給水 しています。

⑴ 施設等の概要

（令和５年度）

（給水区域図）

地域名 事業種別 区域数

湯沢地域 上水道 1

簡易水道 4

小規模水道 2

稲川地域 上水道 1

簡易水道 －

小規模水道 －

雄勝地域 上水道 －

簡易水道 10

小規模水道 4

皆瀬地域 上水道 －

簡易水道 8

小規模水道 1

31
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（施設等一覧）

（出典：湯沢市水道ビジョン）

１

市内のほぼ全域に給水

〇 市内のほぼ全域に

｢31｣の給水区域｢31｣の給水区域



１． 上下水道事業の概要（水道事業 ②）

管路施設の総延長 「約620㎞」

本市から「東京都」までの距離に相当します。

⑵ 管路等の概要

〇 本市の水道事業の特徴

• 水道事業は、水道を必要とするすべての市民に「安心安全

な湯沢のおいしい水道水」を給水するため、市内のほぼ全

域に｢たくさんの施設と管路を保有｣しています。

• 市内のほぼ全域に給水するため、多くの小規模施設や管路

が山間部に散在しており、事業統合や広域連携などによる

スケールメリットを発揮し難い｢地理的条件｣にあります。

• そのため、日常点検や運転管理、施設の維持管理に必要な

小規模修繕などに｢多くの労力｣を必要としています。

（令和５年度）

（管路布設状況図）

（管路延長一覧）
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（出典：湯沢市水道ビジョン）

１

｢約620㎞｣

水源地はどこにあるの？
どんなところだろう？

中生水源地を紹介します！



１． 上下水道事業の概要（下水道事業 ①）

⑴ 施設等の概要

（下水道事業区域図）

（施設等一覧）

5（出典：湯沢市下水道ビジョン）

１

｢４事業｣

［集合処理］

［個別処理］

事業規模や整備手法が異なる

① 公共下水道事業

② 特定環境保全公共下水道事業

③ 農業集落排水事業

④ 特定地域生活排水処理事業（市町村設置型合併処理浄化槽）

① 公共下水道事業(集合処理)

② 特定環境保全公共下水道事業(集合処理)

③ 農業集落排水事業(集合処理)

④ 特定地域生活排水処理事業(個別処理)



１． 上下水道事業の概要（下水道事業 ②）

管路施設の総延長 「約211㎞」

本市から「福島県郡山市」までの距離に相当します。

⑵ 管路等の概要

〇 本市の下水道事業の特徴

• 下水道事業は｢装置産業(上下水道共通)｣であり、複

雑で維持管理に専門性を要する｢９つの水処理プラン

トを保有｣しています。

• 事業規模や整備手法の異なる９つの処理区が、高低差のある

山間部に囲まれた雄物川と皆瀬川沿いの狭い平地部に散在し

ており、県の流域下水道への接続や処理区の統廃合など、広

域化・共同化の取り組みが難しい｢地理的条件｣ にあり

ます。

• そのため、日常点検や運転管理、施設の維持管理に必要な小

規模修繕などに｢多くの労力｣を必要としています。

（管路延長一覧）

（院内処理区）

（小安処理区）

（稲川処理区）

（皆瀬処理区）

（湯沢処理区）

（農業集落排水４処理区）

公共下水道事業 湯沢処理区

特定環境保全
　公共下水道事業

湯沢処理区
稲川処理区
院内処理区
皆瀬処理区
小安処理区

農業集落排水事業

山田地区の一部
深堀処理区
山田東部処理区
松岡処理区
新城処理区
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（出典：湯沢市下水道ビジョン）

１

｢約211㎞｣

（管路布設状況図）



２． 上下水道事業の現状と課題（ヒト）

（出典）秋田県建設技術協会湯沢分会

職員数(技術職員)の減少

〇 現行の官民連携事業等の活用(包括的民間委託業務等)

［水道事業］

・湯沢市水道施設運転管理等業務委託

・休日当番制勤務委託 など

［下水道事業］

・湯沢市公共下水道施設包括的管理業務委託

・農業集落排水施設維持管理業務委託

・合併処理浄化槽保守管理業務委託 など

［共通］

・湯沢市上下水道事業窓口等業務委託

・本市の技術職員は、平成29年度から新規採用がなく、今後確実に減少 していきます。

・技術職員の固定化と 高齢化が進行 し、技術継承を困難 になるうえ、職員一人当たりの業務負荷が増加 します。

〇 現状分析と課題

・人口減少社会にあって、今後の改築更新需要に対応可能な

｢執行体制の確保と技術継承｣が喫緊の課題です。

・特に技術職員の減少により技術継承が困難になれば、

｢執行体制の脆弱化｣につながり、工事の設計・積算

ができない、日常の維持管理や修繕ができないなど、

｢上下水道事業の継続に重大な支障｣が生じる懸念

があります。

（平成29年：37人 ） （令和６年：25人 ）

28人
30人

28人 27人
29人

26人

上下水道課(技術職半減) ｢13人｣ → ｢６人｣
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２

ヒト 職員数(技術職員)の減少 執行体制の脆弱化

今後確実に減少

高齢化が進行 技術継承が困難 職員一人当たりの業務負荷が増加

37人

25人

△12人

37人 25人

43.2%

48.0%

5人

0人

20代の技術職員
がいない！

高齢化が進行！
技術継承が困難！

△13.5ﾎﾟｲﾝﾄ

4.8ﾎﾟｲﾝﾄ

注１）各年４月１日現在

注２）技術職員数は、管理職(部長、課長、班長)を含む。
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○ 進行する施設の老朽化、収入の減少、人手不足

○ 市設置型浄化槽の設置数と職員数

○ 下水道事業（集合処理方式）の管路延長と職員数○ 水道事業の管路延長と職員数

｢業務負荷｣が増加

・技術職員の減少は、｢執行体制の脆弱化｣につながり、

予算があったとしても、職員一人あたりの業務負荷の増加と人手不足に

より、必要な工事の設計・積算（発注）ができない、日常の維持管理や

修繕ができない、迅速な災害対応ができない など、

｢上下水道事業の継続に重大な支障｣が生じる可能性があります。

順位 団体名
 水道管路延長

（km)
 職員数

職員一人当たり
水道管路延長

1 小坂町 121.6 1 121.6

2 五城目町 120.0 1 120.0

3 藤里町 97.1 1 97.1

4 美郷町 298.1 4 74.5

5 八峰町 126.7 2 63.3

6 三種町 189.6 3 63.2

7 上小阿仁村 61.2 1 61.2

8 湯沢市 579.0 10 57.9

9 仙北市 386.5 7 55.2

10 鹿角市 380.4 7 54.4

11 北秋田市 541.0 12 45.1

12 能代市 423.3 10 42.3

13 潟上市 271.0 7 38.7

14 にかほ市 324.2 9 36.0

15 大仙市 982.9 28 35.1

16 男鹿市 453.5 13 34.9

17 由利本荘市 1,230.1 36 34.2

18 横手市 959.9 34 28.2

19 大館市 664.6 34 19.6

20 井川町 72.4 4 18.1

21 秋田市 1,981.7 131 15.1

22 羽後町 94.3 8 11.8

23 八郎潟町 52.8 7 7.5

順位 団体名
下水管布設延長

（㎞）
職員数

職員一人当たり
下水管布設延長

1 三種町 150.0 2 75.0

2 潟上市 270.0 4 67.5

3 小坂町 55.0 1 55.0

4 由利本荘市 668.0 15 44.5

5 井川町 43.0 1 43.0

6 仙北市 207.0 5 41.4

7 羽後町 82.0 2 41.0

8 大仙市 628.0 16 39.3

9 五城目町 78.0 2 39.0

10 北秋田市 262.0 7 37.4

11 鹿角市 144.0 4 36.0

12 男鹿市 210.0 6 35.0

13 八峰町 87.0 3 29.0

14 横手市 456.0 17 26.8

15 湯沢市 209.0 8 26.1

16 秋田市 1,803.0 79 22.8

17 大館市 338.0 16 21.1

18 能代市 212.0 11 19.3

19 上小阿仁村 32.0 2 16.0

20 秋田県 342.0 24 14.3

順位 団体名 浄化槽設置基数 職員数
職員一人当たり

浄化槽設置基数

1 湯沢市 1,521 8 190.1

2 仙北市 753 5 150.6

3 北秋田市 216 7 30.9

4 横手市 517 17 30.4

5 大仙市 384 16 24.0

6 潟上市 88 4 22.0

7 由利本荘市 172 15 11.5

8 秋田市 270 79 3.4

9 上小阿仁村 3 2 1.5

職員一人当たり
業務負荷

大

小

(出典：地方財政状況調査_地方公営企業決算状況調査_決算年度2023年)



２． 上下水道事業の現状と課題（モノ）

老朽化施設の増加(施設)

・建築構造物の耐用年数「50年」 ・機械・電気設備の耐用年数 「15年から20年」

〇 現状分析と課題

今後、｢老朽化施設が急増｣するため、特に機械・電気

設備の健全度を維持する｢計画的な改築更新｣が必要です。

水道事業：施設の健全度の見通し （出典：湯沢市水道ビジョン） 下水道事業：施設の健全度の見通し （出典：湯沢市下水道ビジョン）

［令和23年度］［令和３年度］ ［令和５年度］ ［令和17年度］

健全度２
25%

健全度４
0%

健全度１

70%

※ 改築更新しない場合の見通し

健全度３
48%

9

健全度低下

２

健全度１
2%

健全度２
2%

健全度３
50%

健全度４
46%

健全度２
15%

健全度３
29%

健全度４
36%

（土木・建築施設）

モノ 老朽化施設の増加(施設) 改築更新需要と業務量の増加

健全度１

20%

健全度３
18%

健全度２
25%

健全度４
13%

健全度１
14%

｢50年｣ ｢15年から20年｣

健全資産

22%

健全資産

１%

（機械・電気施設）

｢改築更新期｣

これから
｢改築更新期｣

｢改築更新期｣

｢改築更新期｣



２． 上下水道事業の現状と課題（モノ）

〇 現状分析と課題

今後、耐用年数を経過する｢管路施設が急増｣するため、｢改築更新需要と業務量が増加｣します。

［間連計画：湯沢市上下水道耐震化計画］

管路施設に更新にあたっては、令和６年能登半島地震の教訓を踏まえ、上下水道一体の耐震化が必要です。

（水道事業） （下水道事業）

老朽化が進むほど事故発生の

10

（出典：湯沢市水道ビジョン） （出典：湯沢市下水道ビジョン）

２

モノ 老朽化施設の増加(管路) 改築更新需要と業務量の増加

・水道管路の耐用年数 「50年」 ・下水道管路の耐用年数｢40年｣ ｢50年｣

業務量の増加

｢リスク増加｣

※ 改築更新しない場合の見通し

｢改築更新期｣ これから｢改築更新期｣



○ 大規模災害の ｢激甚化・頻発化｣

11

重要施設の｢防災｣と｢減災｣

「湯沢市」では
どうしているの？
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○ 老朽化が進むほど事故発生の ｢リスク増加｣ ｢メンテナンスの強化｣
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○ 令和６年７月２４日大雨による被害状況（激甚災害）

水道施設名：高松簡易水道

被害概要 ：水源取水部土砂堆積による

導水路閉塞

水道施設名：院内簡易水道

被害概要 ：小鍋立水源取水部土砂堆積に

よる導水路閉塞

水道施設名：湯沢浄化センター

返送汚泥棟給排気口

被害概要 ：落雷による施設の破損

水道施設名：湯沢浄化センター

自動調整塩素注入装置

被害概要 ：落雷による電子機器の破損

＋

｢民間企業の技術力｣
プラントの早期復旧

｢上下水道課総動員｣
昼夜の給水活動

｢激甚震災｣



２． 上下水道事業の現状と課題（カネ）

・湯沢市下水道事業経営戦略（使用料収入の見通し）

〇 経営戦略の策定

今後の上下水道事業を取り巻く厳しい環境を考慮すると

｢費用の低減(支出抑制策)｣のみを追求しても根本的

な｢経営基盤の強化｣の実現は困難です。

｢費用の低減｣に加えて、料金収入(水道)・使用料収入(下

水道)の確保など、｢収入の増加(収入改善策)｣の取り

組みも必要です。(適正な料金・使用料水準の検討と改定)

［上下水道事業経営戦略の策定］

・湯沢市水道事業経営戦略(令和７年３月)

・湯沢市下水道事業経営戦略(令和７年３月)

・人口減少社会では上下水道サービス需要が減少し、料金収入(水道)・使用料収入(下水道)は減少 します。

・近年、労務単価を含む 物価上昇 が続いており、通常の 維持管理費などの増大 が見込まれます。

・今後、施設や管路の更新需要の増大に伴い 建設改良費(投資)が増大 します。

〇 現状分析と課題

人口減少社会にあって、｢料金収入(水道)・使用料

収入(下水道)が減少｣する一方で、物価上昇や更新改

築需要の増大に伴い、｢通常の維持管理費や建設改

良費(投資)は増大｣します。

・湯沢市水道事業経営戦略（料金収入の予測）

14

２

カネ 料金収入(水道)・使用料収入(下水道)の減少 経営の硬直化

料金収入(水道)・使用料収入(下水道)は減少

物価上昇 維持管理費などの増大

建設改良費(投資)が増大



３． ウォーターＰＰＰ導入の検討の必要性

ますます厳しさを増す経営環境

市民生活等の根本を支える重要な社会基盤事業である

・安心安全な水道水の供給 (365日24時間の安定供給)

・公共用水域の水質保全 (都市の健全な発展と公衆衛生の向上)

※ 水道法第６条第２項

水道事業は、原則として市町村が経営するものとし、市町村以外の
者は、給水しようとする区域をその区域に含む市町村の同意を得た場合に限
り、水道事業を経営することができるものとする。

※ 下水道法第３条

公共下水道の設置、改築、修繕、維持その他の管理は、市町村が行うも
のとする。

「モノ」

老朽化施設
(施設・管路)

の増加

「カネ」

料金収入
使用料収入

の減少

「ヒト」

職員数
(技術職員)

の減少

〇 湯沢市下水道ビジョン ＋ 下水道事業経営戦略

「未来へつなぐ湯沢のきれいな水環境」

〇 湯沢市水道ビジョン ＋ 水道事業経営戦略

「未来へつなぐ安心安全な湯沢のおいしい水道水」

〇 上下水道事業の将来像とその実現方策

上下水道事業の持続可能性を確保する様々な取り組み

［支出抑制策］ ＋ ［収入改善策］

どうしても事業経営の更なる効率化が必要

・今後の上下水道事業の持続可能性を 「どのような手法」で確保し、「上下水道事業の課題解決」を図るのか。

・様々な課題を解決し「水インフラ」の持続可能性を向上させるための手段

官民連携事業の推進

上下水道事業者(湯沢市)の使命

上下水道事業の持続可能性の確保

15

３

まとめ ウォーターＰＰＰ導入の検討の必要性

ウォーターＰＰＰ導入の検討

「未来へつなぐ湯沢のきれいな水環境」

「未来へつなぐ安心安全な湯沢のおいしい水道水」

どうしても事業経営の更なる効率化が必要

｢どのような手法｣ ｢上下水道事業の課題解決｣



４．ウォーターＰＰＰの概要

・上下水道事業の持続可能性をいかに確保するかという検討において、｢官民連携（ＰＰＰ／ＰＦＩ）手法の導入｣

は、ヒト、モノ・カネの各方面における ｢課題への対応策のひとつ｣ とされています。

・国は、令和５年に決定した「ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン」において、｢下水道分野における官民連携手法

の導入を積極的に推進｣ しており、多様な官民連携の拡大・加速化ための有効な手法のひとつとして ｢ウォーター

ＰＰＰの活用｣ を位置付けています。

・ウォーターＰＰＰとは、「コンセッション方式（レベル４）」と「管理・更新一体マネジメント方式（レベル3.5）」の総称。

◎ 管理・更新一体マネジメント方式（レベル3.5）

［以下の４要件をすべて充足する民間委託］

長期契約（原則10年）

性能発注

維持管理と更新の一体マネジメント

プロフィットシェア

最初に検討すべきことは？
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どちらか選択

〇 湯沢市水道事業（31事業の給水区域）

〇 湯沢市下水道事業（４事業）

※上下水道一体の導入の可能性や事業範囲(対象施設
や業務範囲など)について段階的に検討を進めます。

４

管理・更新一体マネジメント方式（レベル3.5）

要件 ①

要件 ②

要件 ③

要件 ④

どちらか選択



４．ウォーターＰＰＰの概要

・本市の上下水道事業では、民間事業者の豊富な人的資源、優れた経営ノウハウや技術力を活用し、経営の効率化と合理化を図

るため、上下水道施設の運転管理業務などについて包括的民間委託を導入しています。

・しかし、本市の上下水道事業は、｢ヒト」｢モノ」｢カネ」に多くの課題 を抱えており、脆弱な執行体制を補完し、

｢上下水道事業の持続可能性の確保｣ するためには、更なる民間事業者の活力と創意工夫を活用した官民連携の導入

の検討は不可避な状況となっており、｢ウォーターＰＰＰ｣は ｢有効な選択肢のひとつ｣ です。
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〇 従来の官民連携事業(包括的民間委託)

［水道事業］
・湯沢市水道施設運転管理等業務委託

［下水道事業］
・湯沢市公共下水道施設包括的管理業務委託

［共通］
・湯沢市上下水道事業窓口等業務委託

業務範囲(裁量)の

レベルアップ

⑴ 更新支援型

更新計画案作成

⑵ 更新実施型

改築(更新)の発注業務

（どちらか選択）

４

管理・更新一体マネジメント方式（レベル3.5）

業務範囲(裁量)のレベルアップ

（出典：下水道分野におけるウォーターPPPガイドライン
第2.0版【基礎編】(パワーポイント版)）

従来型の主要業務は

｢施設の運転・維持管理｣ ｢管路｣や｢浄化槽｣
はどうするの？

従来の包括的民間委託



４．ウォーターＰＰＰの概要

・令和９年度以降、｢汚水管の改築に係る国費支援（社会資本整備総合交付金など）｣ に関しては、緊急輸送

道路等の下に埋設されている汚水管の耐震化を除き、｢ウォーターＰＰＰ導入を決定済であることが要件化｣

されています。（下水道事業）

・今後、増大する老朽化管路施設の更新需要に対応する財源を確保するためには、国費支援の有無が大きく影響するため、早期に

｢ウォーターＰＰＰ導入の検討に着手｣ する必要があります。

18
（出典：下水道分野における PPP/PFI（官民連携）の推進について）

４

改築更新に必要な財源

確保(国費支援)の検討

も大切だよね。



５．今後のスケジュール（案）

・令和７年度から次の官民連携事業の有効な選択肢のひとつである｢ウォーターＰＰＰ」導入の検討｣に着手します。

・新しい官民連携手法の導入の検討にあたっては、ウォーターＰＰＰに対する理解不足などから、地元企業の不安がないように

また、地元企業のビジネスチャンスの創出につながるように、丁寧に制度の周知と情報提供に努めます。

・ウォーターＰＰＰのメリットとデメリットを十分に検証し、課題解決に向けて当市の実情に応じた｢最適な手法｣を検討します。

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

課題の洗い出し
水道ビジョン/水道事業経営戦略
下水道ビジョン/下水道事業経営戦略

導入の検討
ウォーターＰＰＰ等の導入を検討
するモデル都市事業(採択)

導入可能性調査
官民連携等基盤強化推進事業

導入の可否判断
導入不可の場合は次善策の検討

公募準備
要求水準書・積算・契約書(案)

事業者選定・契約

業務引継ぎ期間

次期業務委託開始
導入不可の場合は次善策に移行

包括的民間委託業務(現行)

水道施設運転管理等業務委託
公共下水道施設包括的管理業務委託
上下水道事業窓口等業務委託

契約期間(５年間)

評価・検証・見直し策定

○ 課題解決の最優先事項は 「ヒト」
・メリットとデメリットの検証

・地元企業への説明会

・参入意向調査 など

・マーケットサウンディング調査

・ウォーターＰＰＰの事業範囲の検討 など

(対象施設や業務範囲など)
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５

ヒト



５．今後のスケジュール（案）

・「ウォーターＰＰＰ」の導入 により、以下のことが期待されます。

・ 今後も上下水道事業を継続していくためには是非とも必要な検討であり、利用者である市民の皆様の理解が得られるように

丁寧な説明に努めます。

「ウォーターＰＰＰ」導入により期待されること

・サービス水準の維持

・民間ノウハウの活用

・経営基盤の強化

・事務負担の軽減

・地元雇用の確保

・国の交付金等の活用（下水道事業）
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５

「ウォーターＰＰＰ」の導入

・ウォーターＰＰＰ導入の期限は？

・ウォーターＰＰＰ導入の

｢メリット｣と｢デメリット｣は？

・サービス水準は維持できるの？

・市民生活への影響は？

・災害対応は大丈夫なの？


